
Vol. 5 

ZerocarbonReport

2050年 ゼロカーボン北海道への挑戦！ July 2023
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▲ 道内のゼロカーボンシティ表明市町村
（緑色で塗りつぶした市町村が該当）

地
球
温
暖
化
対
策
の
推
進
に
関
す
る
法
律
で
は
、
都
道
府
県
及
び
市

町
村
は
、
そ
の
区
域
の
自
然
的
社
会
的
条
件
に
応
じ
て
、
温
室
効
果
ガ

ス
の
排
出
削
減
等
の
た
め
の
総
合
的
か
つ
計
画
的
な
施
策
を
策
定
し
、

実
施
す
る
よ
う
に
努
め
る
も
の
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
法
の
規
定
も
踏
ま
え
、
昨
今
、
脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
向

け
て
、
２
０
５
０
年
二
酸
化
炭
素
実
質
排
出
量
ゼ
ロ
に
取
り
組
む
こ
と

を
表
明
し
た
地
方
公
共
団
体
が
増
え
つ
つ
あ
り
、
「
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ

テ
ィ
」
と
し
て
環
境
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
公
開
さ
れ
て
い
ま
す
。

北
海
道
内
で
は
、
令
和
５
年
６
月
３
０
日
現
在
で
、
１
３
４
市
町
村

が
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ
を
表
明
し
て
い
ま
す
。

よさげな写真あれば！

▼ ゼロカーボンシティ
宣言方法（道HP）

令和５年3月改正 北海道地球温暖化防止対策条例
通称 ： ゼロカーボン北海道推進条例
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条例の目的 基本理念

● 道民、事業者、市町村など関係者の積極的な
参加と連携

● 環境の保全、経済の発展、生活の向上の総合
的な推進

● 再エネや森林などの地域資源の有効活用

各分野の取組に係る拡充・強化

事業活動 ■事業活動に伴う温室効果ガスの排出の量の削減【拡充】
■カーボン・オフセットの促進【新設】
■排出量報告制度の強化【拡充】

※計画書を提出する対象事業者の拡大
自動車運送事業者 トラック・バス 200台以上 → 100台以上

タ ク シ ー 350台以上 → 150台以上
◆任意の簡易報告制度の創設

交通 ■次世代自動車の使用等【新設】
■物資の輸送の合理化【新設】

機械器具 ■販売事業者による省エネ性能情報表示義務の対象機器の拡充
※照明器具・給湯器

■省エネ性能情報を表示等する販売事業者の拡大【拡充】

建築物 ■省エネ建築物の普及の促進【新設】
■地域材の利用の促進【新設】

再生可能エネル
ギー

■地域における再エネの利用の促進【新設】
■小売電気事業者による再エネ供給等の情報の提供【新設】

吸収作用等の保全 ■森林の整備等の推進【拡充】
■藻場等の保全等の推進【新設】
■自然の生態系の保全等の推進【新設】

気候変動適応 ■気候変動適応に関する施策の推進【新設】
■北海道気候変動適応センターの設置【新設】

産業の育成・振興 ■ゼロカーボン北海道の実現に資する産業の育成及び振興【新設】
■製品・サービスの開発等【新設】

ライフスタイル ■道民の自主的な取組に資する情報の提供【拡充】 ※排出量把握等
■廃棄物の発生の抑制等【新設】

その他 ■施策推進のための必要な財政上の措置【新設】

条例改正のポイント ※令和5年4月1日施行（一部令和5年10月1日施行）

責務や役割

2050年度までに温室効果ガスの排出量実質ゼロを実現するため、目的や基本理
念を明確化するとともに、道の果たすべき役割や各分野の取組を拡充・強化

（通
称
）
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地球温暖化の防止に貢献するゼロカーボン
北海道の実現に向けた取組を総合的かつ
計画的に推進し、道民の健康で文化的な
生活の確保及び人類の福祉に寄与

・総合的・計画的な施策の策定・実施
・国、市町村、事業者、道民等との連携、協働
・事業者、道民の行動変容促進
・調査研究・技術開発の促進、産業振興など

・国や道が行う取組への協力
・排出削減

北
海
道

道

民

事
業
者



条例では、事業活動で多くの温室効果ガスを排出する事業者（特定事業者）の方々、
一定規模以上の建築物の新築・改築・増築を行おうとする方、エネルギーを供給する
小売電気事業者の方々を対象に、温室効果ガスの排出量を把握し、計画的に排出削減
などの取組を実施していただくため、削減等計画書と実績報告書の提出を求めていま
す。提出された計画書と報告書は公表します。

新たに特定事業者以外の事業者を対象とした、「事業者排出量簡易報告制度」を創設。
報告書を提出することで融資など優遇措置を受けることが可能

◆ 提出いただく計画書等

・事業者温室効果ガス削減等計画書

温室効果ガスの排出状況を把握し、計画期間（３年間）における排出削減を図る措置などを計画書に
まとめ、３年に１回、７月末日までに提出

・事業者温室効果ガス削減等計画実績報告書

温室効果ガスの排出状況や排出削減の措置等の実施状況を報告書にまとめ
毎年度、７月末日までに提出

※令和５年度においては、計画書及び実績報告書共に、１０月１日までに
ご提出ください。

・事業者排出量簡易報告書

エネルギー使用量や温室効果ガスの排出削減の取組等を報告書に記載し、毎年度、７月末日までに提出

※令和５年度の提出期限は１０月１日ですが、それ以前の提出も可能です。

省エネルギー法に基づく特定連鎖化事業者で
道内に有するすべての工場等の一年間の原油
換算エネルギー使用量の合計が1,500kL以上
の事業者

温暖化対策推進法施行令第５条第10号から
第16号までの事業者で、前年度の４月１日の
従業員数が21人以上かつ二酸化炭素換算
3,000トン以上排出する事業者

自動車運送事業者であって、道内に登録する
前年度末日の自動車の総数が次に該当する
事業者 トラック：100台以上 バス：100台以上

タクシー：150台以上

道内に有するすべての工場等の一年間の原油
換算エネルギー使用量の合計が1,500kL以上
の事業者

事業者温室効果ガス
排出量報告制度

✓ 特定事業者以外の簡易報告制度（任意）

◆ 提出を求める事業者（特定事業者）

✓ 事業活動で多くの温室効果ガスを排出する事業者（特定事業者）
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報告制度

◆ 提出いただく計画書等



✓ 一定規模以上の建築物の新築・改築・増築を行おうとする方
(特定建築主)

✓ エネルギーを供給する小売電気事業者の方

+
.

◆提出を求める事業者

・道内でエネルギーを供給する小売電気事業者

◆ 提出いただく計画書等

・再生可能エネルギー計画書

再生可能エネルギーの供給量の拡大に関する目標、目標を達成するための
基本方針、方針に基づく措置、他の地球温暖化防止を図るための措置などを
計画書にまとめ、毎年度提出

・再生可能エネルギー計画達成状況報告書

計画書に基づく措置の実施状況を、措置を実施した翌年度提出

計画書や報告書は電子での提出を推奨します。ペーパーレス化にご協力ください。

◆ 一定の規模以上の建築物

◆ 提出いただく計画書等

・建築物環境配慮計画書

建築物・設備に係る地球温暖化防止のための措置などを計画書にまとめ
工事着手予定日の２１日前までに提出

・工事完了届出書

工事の完了を、工事完了後１５日以内に届出

※令和５年９月３０日以前に着工予定の建築物は旧様式

▲ 増築
増築に係る部分の
床面積の合計
2,000㎡以上

▲ 新築
床面積の合計
２,000㎡以上の
建築物の新築

▲ 改築
・改築に係る部分の床面積の合計が2,000㎡以上
・床面積の合計が2,000㎡以上の建築物で改築に
係わる床面積の合計が2/１以上

建築物環境配慮計画書

再生可能エネルギー
計画書
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報告制度の詳細・問い合わせ先

ゼロカーボン
北海道推進条例

北海道経済部ゼロカーボン推進局

特定事業者の方、特定事業者以外の簡易報告制度(任意)については

☎ 011-204-5190

特定建築主の方、エネルギーを供給する小売電気事業者の方は

☎ 011-204-5334



〈特定駐車場におけるアイドリング・ストップの周知〉

・一定規模以上の駐車場（特定駐車場※）の設置・管理者の方々は、駐車場の利用者の方に対し、

アイドリング・ストップの実施について、看板・ポスターの掲示や場内放送などで周知を行ってください。

特定駐車場以外の駐車場の設置・管理者の方々は、アイドリング・ストップの実施について周知に

努めてください。 ※特定駐車場：自動車の駐車の用に供する部分の面積が500㎡以上の駐車場

〈新車販売時の地球温暖化防止性能情報の説明〉

・自動車販売事業者の方々は、 新車を購入しようとする方に対し、地球温暖化防止の性能情報に

ついて説明を行ってください。レンタカー事業者の方々については、自動車を借り受けようとする方に

対し、性能情報の説明に努めてください。

〈特定機械器具の省エネ性能情報の表示・説明〉

・特定機械器具販売事業者の方々は、陳列する特定機械器具※に省エネ性能情報を表示いただくか、

購入しようとする方に対し、省エネ性能情報の説明を行ってください。
※ エアコン、テレビ、冷蔵庫、ストーブ、照明器具、温水機器など、比較的エネルギー消費量の大きな家電

・改正により、特定機械器具として照明器具と温水機器（ガス、石油、電気）が追加されました。
※照明器具：生産量・輸入量が年間5万台以上で、省エネルギー法施行令に規定する照明器具

※温水機器：生産量・輸入量がそれぞれ次の台数以上で、省エネルギー法施行令に規定する温水機器（ガス：年間3,000台、

石油：年間600台、電気：年間500台）

◆ 事業者の方々に実践いただきたい取組

〈排出量の把握・削減〉

・事業活動における排出量を把握し、省エネや再エネの導入等により、排出量の削減に努めましょう。

〈カーボン・オフセットの促進〉

・排出量の削減が難しい場合は、カーボン・オフセットの活用に努めましょう。その際は、道内で行われた

クレジットの購入に努めましょう。

〈ゼロカーボン北海道の実現に向けた理解の促進〉

・従業員に対し、ゼロカーボン北海道の実現に向けた取組の理解促進のため、情報提供に努めましょう。

〈ビジネススタイルの転換〉

・排出量の削減に取り組む道民に対し、積極的に支援するように努めましょう。

・冷暖房は適切な温度で使用し、勤務中は適切な衣服を着用できるよう努めましょう。

◆ 道民の方々に実践いただきたい取組

〈公共交通機関等の利用〉

・自家用車に代えて、バス・鉄道等の公共交通機関や自転車の利用に努めましょう。

〈自動車の適正な運転〉

・自動車運転時は、エコドライブやアイドリング・ストップの実施に努めましょう。

〈ライフスタイルの転換〉

・日常生活における排出量を把握し、排出量の削減に努めましょう。

・農林水産物の積極的な地産地消に努めましょう。

・廃棄物の量を減らし、使用済物品の再使用や分別回収への協力に努めましょう。

事業者・道民の方々に実践いただきたい取組

報告制度のほか特定の事業者の方々に実践いただく取組
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こ
れ
ら
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理
由
に
よ
り
、
北
海
道

民
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室
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果
ガ
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全
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と
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約
1.

3

倍

と
な
っ
て
い
ま
す
。

道
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は
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ゼ
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ボ
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北
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現
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し
、
２
０
３
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年
度

ま
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０
１
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比
で
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削
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、
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し
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０
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ま
で
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内
の
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室
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果
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排
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質
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に
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い
ま
す
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こ
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達
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す
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全
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家
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輸
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重
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む
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り
ま
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庭
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道
民
一
人
一
人
の
意
識
改

革
や
行
動
変
容
が
必
要
で
あ
り
、
そ

の
た
め
に
は
、
ま
ず
各
家
庭
か
ら
の

C
O

2

排
出
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ま
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こ
の
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す
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ア
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「
北
海
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ロ
チ
ャ
レ
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家
計
簿
」
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発
し
ま
し
た
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ア
プ
リ
は
、
電
気
、
ガ
ス
、
ガ
ソ

リ
ン
な
ど
の
使
用
量
、
料
金
を
入
力

す
る
こ
と
で
、
毎
月
のC

O

2

排
出

量
や
、
光
熱
費
な
ど
の
推
移
の
グ
ラ

フ
が
作
成
さ
れ
、
道
内
の
類
似
世
帯

と
の
比
較
や
ラ
ン
キ
ン
グ
な
ど
が
表

示
さ
れ
ま
す
。

道
民
の
皆
様
に
自
ら
入
力
し
て
い

た
だ
き
、
自
ら
の
家
庭
で
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
量
を
知
っ
て
も
ら
う
こ
と

に
よ
り
、
意
識
改
革
や
行
動
変
容
を

促
し
ま
す
。

部門別の排出量

34.0%

17.7%
17.4%

15.9%

7.5%
7.4% 29.4%

20.9%
14.6%

23.2%

4.6%
7.3% 産業部門

運輸部門業務その他部門

家庭部門

エネルギー
転換部門

非エネル
ギー起源

内：全国
外：北海道
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11.4 
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北海道

全国

一人当たりの温室効果ガス排出量

出典：北海道における温室効果ガス排出量の状況と北海道地球温暖化対策推進計画に基づく
令和３年度の施策等の実施状況報告書

北
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道
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季
の
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料
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用
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め
、
家

庭
部
門
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

の
割
合
が
全
国
に
比
べ
て
多
く

な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
広
域
分
散
型
の
地
域
構

造
の
た
め
、
交
通
や
物
流
の
た
め

に
多
く
の
燃
料
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使
用
し
て
お
り
、

運
輸
部
門
の
温
室
効
果
ガ
ス
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出

量
も
全
国
と
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べ
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多
く
な
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て
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す
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な
お
、
入
力
し
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デ
ー
タ
に
個
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報
は
含
ま
れ
て
お
り
ま
せ
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が
、

市
町
村
毎
に
集
計
し
て
、
個
人
が
特

定
さ
れ
な
い
形
で
市
町
村
へ
の
提
供

を
検
討
し
て
お
り
、
市
町
村
に
お
け

る
今
後
の
施
策
の
検
討
に
活
用
で
き

れ
ば
と
考
え
て
い
ま
す
。

全国比の
約1.3倍

出典：北海道における温室効果ガス排出量の状況と北海道地球温暖化対策推進計画に基づく
令和３年度の施策等の実施状況報告書



市町村での活用 収集したデータを市町村の排出量算定や施策の検討に活用

活用方法・事例

○ 全道のCO2削減効果

とアプリ参加世帯率

の市町村毎の比較が

可能

○ 家庭部門の排出量算

定の基礎データ

○ 施策立案の参考デー

タや効果検証として

活用

アプリのデータ

・当該市町村のデータ集計値の閲覧､ダウンロード

市町村別の情報発信・収集

「お知らせ機能」で

エコ情報発信

「アンケート機能」で

情報収集

画面は開発中のものであり、変更される可能性があります。

初期設定 の入力 ※1 毎月 の入力 ※2 家庭の見える化

道内の類似世帯の平均

自宅のCO2排出量

・削減効果

・標準比較

・12ヵ月グラフ

自宅の成果を表示

 毎月のCO2排出量や光熱費のグラフ化

 道内の類似世帯との比較

 省エネ情報やお知らせ機能

 市町村毎の削減効果の表示 など

アプリ概要 自宅のエネルギーの使用量、CO2排出量、光熱費を「見える化」

※１ アプリに個人情報の入力は不要です。

※２ 入力データは、道や市町村等で施策検討の基礎データとしての活用を想定しています。

 居住市町村

 世帯人数

 住居タイプ 等

 自宅の電気、ガス、灯

油等の使用量、料金を

入力

IDや居住市町村、世帯人数

住居の種類などを入力します。

毎月の電気、ガス、灯油などの

使用量と金額を入力します。
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鉄
鋼
ス
ラ
グ
に
よ
る
昆
布
藻
場
形
成
を

活
用
し
た
ブ
ル
ー
カ
ー
ボ
ン
創
出

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
・チ
ャ
レ
ン
ジ
ャ
ー

〈
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
・チ
ャ
レ
ン
ジ
ャ
ー
と
は

〉

２
０
２
０
年
３
月
に
北
海
道
知
事
が
表
明

し
た
、
２
０
５
０
年
ま
で
に
温
室
効
果
ガ
ス

排
出
量
を
実
質
ゼ
ロ
と
す
る
「
ゼ
ロ
カ
ー
ボ

ン
北
海
道
」
の
実
現
に
資
す
る
取
組
を
宣
誓

し
、
実
践
し
て
い
た
だ
け
る
事
業
者
の
こ
と

で
す
。

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
の
削
減
に
向
け
た

率
先
取
組
や
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
の
算

定
・
報
告
の
ほ
か
、
電
気
自
動
車
の
導
入
や

再
エ
ネ
由
来
電
力
の
調
達
な
ど
の
１
４
の
項

目
か
ら
取
組
を
選
択
し
、
実
践
を
宣
誓
し
て

い
た
だ
き
ま
す
。
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登録事業者数（令和5年6月30日時点）

６１８

〈
実
践
す
る
取
組
項
目

〉

・
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
北
海
道
推
進
計
画
で
掲
げ

る
道
の
目
標
の
達
成
に
貢
献
す
る
取
組
の

率
先
実
施
（
必
須
）

・
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
の
算
定
と
道
へ
の

報
告
（
必
須
）

・
テ
レ
ワ
ー
ク
な
どIC

T

の
活
用
に
よ
る
事
務

所
の
省
エ
ネ
や
移
動
に
伴
うC

O

2

の
排
出

抑
制

・
工
場
、
事
業
場
に
お
け
る
省
エ
ネ
型
生
産
機

械
等
の
導
入

・
設
備
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
を
効
率
的
に
管
理

す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ

ム
の
導
入

・
ト
ラ
ッ
ク
輸
送
の
共
同
化
な
ど
物
流
効
率
化

・
施
設
の
新
築
、
改
築
の
際
のZ

E
B

化

・
電
気
自
動
車
や
燃
料
電
池
車
の
導
入

・
風
力
や
太
陽
光
な
ど
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

由
来
電
力
の
調
達

・
バ
イ
オ
マ
ス
や
地
中
熱
な
ど
の
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る
熱
利
用

・
使
い
切
り
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
の
使
用
抑
制
、

適
正
処
分

・
敷
地
内
緑
化
の
取
組

・
植
樹
な
ど
の
森
林
整
備
、
保
全
活
動

・
従
業
員
へ
の
環
境
教
育
や
人
材
育
成
の
実
践

① 道発注公共工事における優遇
・総合評価方式による落札者決定の際に加点評価
・令和５、６年度の競争入札参加資格審査で加点評価

② 金融機関等における優遇
・金融機関での貸付金利等による金利優遇
・金融機関での私募債発行時の金利優遇
・北海道信用保証協会「未来につなぐ地域社会応援保証」の対象

③ 道の「中小企業総合振興資金貸付金」にゼロカーボン枠創設による低利融資

④ 道のプロポーザル審査における優遇

⑤ 道のHPにおいて取組み実績を紹介

登録によるメリット

登録方法

登録
無料

札幌市内の事業者 → さっぽろエコメンバー への登録
札幌市外の事業者 → 北海道グリーンビズ認定制度「優良な取組」部門への登録

北海道ゼロカーボン産業課HPで、ゼロカーボン・チャレンジャーの宣誓、申請

ゼロカーボン・チャレンジャー登録

登録後、3ヶ月以内にCO2排出量を報告 ゼロカーボン・チャ
レンジャー登録HP
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